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□原著論文□ 

頸肩背腰部の愁訴と脊椎圧痛所見との関係－船舶関連従業者を対象として－ 

 

白石聖 1, 菊地俊紀 2, 髙寄正樹 2, 行田直人 3, 佐野裕司 4 

1帝京大学医療技術学部, 2日本大学生産工学部,3帝京科学大学医療科学部, 4東京海洋大学 
  

海洋人間学雑誌, 5(3):47-52,2017. 
（受付：2015年 12 月 20日； 最終稿受理：2016年 11 月 18日） 

 
【抄 録】 
船舶関連従業者 351 名（平均年齢 40.3 歳）を対象に、頸部、肩部、背部、腰部の愁訴の有無の調査および

脊椎棘突起の圧痛試験（第 4 頸椎から仙骨、合計 22 箇所）を行った。対象者の 70.4%が頸部、肩部、背部、
腰部の何れかの部位に一箇所以上の愁訴を有していた。愁訴の最も多い部位は腰部（49.9%）と肩部
（49.6%）であった。脊椎棘突起圧痛検査では、第 4 胸椎および第 5 胸椎に多く認められたが、愁訴との部
位的関係性は認められなかった。しかし、対象者の愁訴の部位数が多くなるほど脊椎棘突起検査で陽性を示
す箇所数が多く両者に正の相関関係が認められた（r = 0.98, p < 0.05）。これらの結果から、船舶関連従業者
では頸部、肩部、背部、腰部に愁訴を有する者が多いことが示された。またこれら愁訴を客観的に捉える方
法として脊椎棘突起圧痛検査が有効であることが示唆された。 
 
キーワード：船員, 脊椎圧痛試験, 肩こり, 腰痛, 背部痛 

 
Ⅰ．はじめに 
 船上での労働は、船体動揺が生じる限られた空間の
中で長期にわたり生活を送るなど、生活・労働環境は一
般的な陸上とは大きく異なる。こうした環境の違いは
心身への負担となって船員の健康状態に大きな影響を
与えると考えられる。 

国土交通省海事局の船員災害疾病発生状況報告（平
成 25 年度）1)によると、船員の疾病で最も発生の多い
のが「筋骨格系の疾患」（18.8％）で、次いで「消化器
系の疾患」（15.2％）、「循環器系の疾患」（15.2％）であ
る。江原ら 2)は内航船員の運動器系障害発生状況を分析
し、2 割が腰痛症であるが、背部を含むその他の脊柱の
疾患が 6 割と多いことを報告している。しかし、これ
らの報告 1,2)は「休業 3 日以上の災害および疾病」とし
て国土交通省に報告されたものを基としているため、
休業に至らない障害については含まれていない。した
がって、船舶関連従業者の労働環境の特殊性を考える
と、休業に至らしめる疾病でなくても愁訴あるいは痛
みを有しながら業務に従事する者が多いことが推測で
きる。 

船舶関連業の筋骨格系障害に関する報告は極めて少
数であるが、Törner らは漁船員に筋骨格系症状が多く
3)、その発生要因について年齢、従業年数、作業にとも
なう筋骨格系への過負荷 4)が関連していることを指摘
している。また、Kanda ら 5)は、高速艇乗務員に発生
する腰痛は船艇からの繰り返す衝撃や振動が要因であ
ることを報告している。船舶関連以外の業種において
も肩こりや腰痛を有する者は多く 6)、こうした症状の病
態を把握するために我が国では画像検査を行うのが一

般的である。しかし、最近の腰痛の診断に関するランダ
ム化比較試験 7)やメタ解析 8)による研究では、神経症状
や骨折などの重大な症状（red flag）が無い限り一般的
な腰痛に対して画像検査は有効な手段とならないこと
が報告されている。 
一方、従来から脊柱障害の検査手技として脊椎の叩

打痛や圧痛検査 9)がある。この検査法は脊椎の圧迫骨折
や背痛症、脊椎過敏症、脊椎カリエス患者に対し脊椎に
叩打や圧迫負荷を与えて疼痛が誘発されるか否かを検
査する簡易な臨床的診察手技である。小山内ら 10)や佐
野ら 11)は、脊椎の圧痛検査(以下、sPPA)を用い、腰痛
や頸肩腕症候群の発生しやすい身体状況や、重大な症
状を有さない一般的な頸・肩・腕・腰部の愁訴を有する
者の評価を行っている。もしこのような簡便な検査法
により、こうした症状を自覚する前、あるいは軽度な症
状のうちにその身体状況を評価することが可能となれ
ば、こうした愁訴の予防を講じる上で有用な評価手法
となる可能性がある。  
そこで本研究は、船舶関連従業者の脊椎を中心とし

た筋骨格系症状を把握するために頸肩背腰部の愁訴の
調査と脊椎の圧痛検査を実施し、愁訴の発生状況およ
び愁訴と脊椎圧痛検査との関係を明らかにすることを
目的とする。 

 
Ⅱ．方 法 
1．対象 
 対象者は、民間海運会社、海上保安庁および航海訓練
所に所属する船員 297 名（男 270 名、女 27 名）、陸上
勤務職員 32 名（男 29 名、女 3 名）および航海訓練所
練習船に乗船する実習生 22 名（男 17 名、女 5 名）の
合計 351 名であった。なお、被験者の研究への参加は
自由意志とし、参加者には研究の趣旨と実験の内容に
ついて事前に説明を行った上で研究参加の同意を得た。 

筆頭者連絡先 : 〒320-8551 栃木県宇都宮市豊郷台 1−1        
e-mail : shiroishi@ucjt.teikyo-u.ac.jp 
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2．調査と測定方法 
A．頸部および体幹部愁訴の聴取 
 船舶関連従業者における頸部および体幹部の愁訴の
状況を明らかにするため、頸部、肩部、背部、腰部の 4
部位について「コリ」、「ハリ」、「痛み」などの愁訴の有
無を「あり」、「なし」で聴取した。 
B．脊椎圧痛検査（Pressure induced-Pain Assessments 
for Spine; sPPA） 
 脊椎圧痛検査(sPPA)は、小山内ら 10)の方法を用い、
被験者に頸部から腰部までの脊柱を屈曲させ、脊椎棘
突起を突出させて触診しやすくした姿勢で実施した。
検査部位は棘突起の触診が容易な第 4 頸椎から第 7 頸
椎、第 1 胸椎から第 12 胸椎、第 1 腰椎から第 5 腰椎お
よび仙骨の合計 22 箇所であった。検査はそれぞれの棘
突起上に検者の拇指の指腹を置き、圧迫の強度は単一
の拇指で圧迫することのできる最大負荷とした。検査
陽性の判定は対象者から脊椎圧迫時の疼痛の「あり」、
「なし」を聴取し、「あり」の場合を sPPA 陽性とした。
検査法の詳細については先行研究を参照されたい 10,11)。
なお、本検査は、40 年の臨床経験を有する本検査法に
精通した 1 名の検者が、すべての対象者に対する検査
を実施した。 
 
3．分析方法 

統計学的分析は統計解析ソフト EZR12)を用いて行い、
頸部、肩部、背部、腰部それぞれの愁訴の「あり・なし」
と sPPA「陽性・陰性」との関係性にはχ2 検定を、愁
訴部位数 と sPPA 陽性箇所数との関連性には
Spearman の順位相関係数をそれぞれ用いた。全ての
統計学的検定における有意水準は 5 %未満とした。 
 
Ⅲ．結 果 
1．対象者の身体特性 

対象者の身体特性は平均年齢 40.3±12.9 歳、身長
168.7 ± 6.7 cm、体重 67.8 ± 12.8 kg、BMI 23.7 ± 
3.7 kg/m2であった。 
 
2．頸肩背腰部の愁訴 
 頸部、肩部、背部、腰部の愁訴（Table 1）では、こ
れらの部位のいずれにも愁訴を有さない者が対象者
351 名中 97 名（27.6%） 、1 部位に愁訴を有する者が
86 名（24.5%）、2 部位が 66 名（18.8%）、3 部位が 52
名（14.8%）、4 部位が 50 名（14.3%）であった。部位
別の愁訴者数（重複回答あり）は（Figure 1）、腰部が
175 名（49.8%）で最も多く、次いで肩部が 174 名
（49.6%）、頸部が 142 名（40.5%）、背部が 83名（23.7%）
の順であった。 
 
3．脊椎圧痛検査（sPPA）陽性率 

Figure 2 に sPPA の陽性率を、頸部(a)、肩部(b)、背
部(c)、腰部(d)における愁訴の「あり」、「なし」別に示
した。sPPA「陽性・陰性」と各部位における愁訴の「あ
り・なし」との結果をχ2検定により分析した結果、背
部(Figure 2-c)の第 12 胸椎、第 1 腰椎、第 4 腰椎を除
くすべての椎骨で、いずれかの愁訴を有する者は頸椎
から仙骨までの sPPA 陽性率が有意に高かった。また
愁訴の有無および部位に関係なく、sPPA 陽性率は第 5

胸椎および第 4 頸椎を中心に 2 つの高いピークを示し
た。 

Figure 3 に頸部、肩部、背部、腰部のいずれにも愁
訴を有さない被験者の sPPA 陽性率を示した。愁訴を 
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有する被験者の sPPA陽性率と同様に、第 5胸椎（35.1%）
で最も陽性率が高く、その上位および下位の椎骨にお
いても第 5 胸椎についで高い陽性率を示した。同様に
第 4 頸椎（19.6%）においても高い陽性率が認められ、
その下位頸椎においても高い陽性率を示していた。 

Figure 4 に愁訴の部位数と sPPA 陽性箇所数との関
係を示した。頸肩背腰部の愁訴の部位数が増えるほど
sPPA 陽性箇所数も増加し有意な相関関係(r = 0.98, p < 
0.05)が認められた。 
 
Ⅳ．考 察 

船舶関連従業者に対して頸部、肩部、背部、腰部の愁
訴の有無を調査した結果、70%を超える者がいずれか
の部位に愁訴を有しており、部位別にみると腰部と肩
部に愁訴率が多くそれぞれ約 50%と高率であった。一
般の国民を対象とした国民生活基礎調査 6)においても、
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「肩こり」と「腰痛」の自覚症状が最も多く本研究の結
果と一致する。しかし、国民生活基礎調査では「肩こり」
が男性で約 6%、女性で約 13%、「腰痛」が男性で約 9%、
女性で約 12%であり、調査方法の違いを考慮しても一
般的な国民と比較し、本研究の対象者である船舶関連
従業者の愁訴者率は著しく高いといえる。本研究の結
果から肩部と腰部に愁訴が顕著に多かった原因につい
て明らかにすることはできないが、船内という限られ
た労働・生活環境における身体活動量の制約による運
動不足 2)、作業時の姿勢や重量物の運搬などの身体への
過負荷 4)が指摘されている。したがって、船舶関連従業
者ではこうした特殊環境における作業姿勢や作業負荷
などの身体に与える要因とそれを受ける身体的・体力
的要因の両者が複合的に関連して肩部や腰部の愁訴を
有する者が多いと考えることができる。したがって、船
舶関連従業者においては肩部や腰部の愁訴を予防およ
び早期に改善する対策が必要であるといえる。 
 肩こりや腰痛は、患者の自覚的な症状に基づく固有
の症状名であるため明確な定義は無い 13,14)。そのため
他覚的所見に乏しく 15)定量的に評価することは困難で
ある。そこで本研究では、愁訴を有する被験者の身体的
要因との関係を明らかにするための他覚的所見として
脊椎圧痛検査（sPPA）を行った。その結果、頸部、肩
部、背部、腰部のいずれかに愁訴を有する対象者は頸椎
から仙骨までの脊椎全体にわたって sPPA 陽性率が高
く(Figure 2)、また頸部、肩部、背部、腰部の愁訴の部
位数が増えるほど脊椎の sPPA 陽性を示す箇所数が多
かった(Figure 4)。 
 被験者から聴取した頸部、肩部、背部、腰部の愁訴に
関与する筋として僧帽筋、肩甲挙筋、菱形筋、脊柱起立
筋、腸腰筋などがあるが 11,13,16)、これらの筋は脊椎に付
着部を持つ筋である。そのため、これらの筋に痛みなど
の愁訴を有する場合、筋緊張の亢進や柔軟性の低下を
招き、筋の付着する脊椎の可動性は低下すると考えら
れる。小山内ら 10)佐野ら 11)は一般的な肩こりや腰痛の
多くは脊椎の運動不足と密接に関連しており、sPPA に
よる圧痛は、ギプス固定後に関節の可動域が失われて
関節を動かした際の疼痛と同様で、椎間関節の可動域
が失われて棘突起を圧迫して椎間関節が動かされた際
の疼痛であると述べている。また、加藤ら 17)は、内航
船船員 256 名の精神的健康状態を調査し半数を超える
対象者が高いストレス反応を有し、これらは船上生活
による気分転換の不足、過密スケジュールなどからく
るイライラが関係していることを示唆している。精神
的なストレスが頸部や肩の筋の緊張を助長することが
広く知られているため、航海への従事によって姿勢や
身体への力学的負荷だけでなくこうしたストレスも肩
や腰部の筋緊張を亢進させて肩こりや腰痛などの愁訴
を増加させる要因となり、結果として sPPA 陽性率を
増加させる可能性がある。したがって、sPPA の結果は
頸部、肩部、背部、腰部の愁訴の発生する脊椎の状態を
反映すると考えられ、自覚的な愁訴の状態を sPPA で
評価することによって他感覚的かつ定量的に捉えるこ
とが可能であるといえる。 

一方、sPPA 陽性率の高い部位をみてみると、背部に
相当する第 4 胸椎と第 5 胸椎で最も高く、次いで頸部
に相当する第 4 頸椎および第 5 頸椎で高かった(Figure 
2, Figure 3)。この結果は、著者ら 11)が体操競技選手や

介護職を対象に行った脊椎棘突起圧痛検査の特徴と一
致しているため船舶関連従業者に特有な傾向ではない
と考えられる。第 4 胸椎と第 5 胸椎で sPPA 陽性率が
最も高かった理由として胸部の解剖学的特徴が考えら
れる。胸椎は頸椎および腰椎と異なり左右の肋骨を介
して胸骨と連結して胸郭を形成し、その内腔は肺や心
臓などの臓器により満たされている。さらに、胸椎の左
右には第 4 胸椎と第 5 胸椎を中心として肩甲骨が配置
されており、胸椎の可動性は構造的に制約される。こう
した理由に加えて、前述した乗船による生活環境の変
化や精神的ストレスによって過度の筋緊張が強まれば
脊椎の可動性はさらに低下する可能性があり、結果と
して sPPA 陽性率が増加する可能性がある。江原ら 18)

は練習船乗組員や他の対象も含めて、脊椎可動域を大
きく動かす体幹運動（背反らし背伸ばし）を実施させ、
体幹運動の前後で sPPA を評価し比較した結果、運動
後に脊椎の圧痛が有意に減少したことを報告している。
このことは脊椎棘突起の圧痛は脊椎の可動性を反映し
ていることを支持する結果である。 

sPPA 陽性率が高かった第 4 胸椎と第 5 胸椎は背部
に位置するが、背部の有訴者率は約 24%であり(Figure 
1)今回調査した部位の中で最も低率であった。一方、腰
部の sPPA 陽性率は、頸椎や胸椎と比較して低いにも
関わらず腰部有訴者率は約 50%であり最も高い値を示
した(Figure 1)。このことは、sPPA 陽性を示す脊椎の
位置と愁訴の部位は必ずしも一致しないことを示して
いる。明らかな原因をともなう肩こりや腰痛は別とし
て、一般的な非特異性の肩こりや腰痛の多くは、僧帽筋、
肩甲挙筋、菱形筋、脊柱起立筋、腸腰筋など 11,13,16)の筋
のハリやコリなどとして症状を呈する。したがって、前
述のように sPPA の結果が脊椎の可動性の影響を受け
ているとするならば、筋の痛みなどの愁訴の位置が
sPPA の位置と一致しない理由かもしれない。圧痛と愁
訴の部位的関連性については筋や腱の圧痛検査を実施
することにより詳細にとらえることが可能となるだろ
う。 
興味深いことに、本研究では頸部、肩部、背部、腰部

のいずれにも愁訴のない対象者であっても sPPA 陽性
を示す者も多く、その陽性箇所数は平均 2.5 であった。
いずれかの愁訴を有する対象者よりも少なかったもの
の、sPPA 陽性率の最も多い脊椎は第 4 胸椎と第 5 胸椎
で愁訴を有する対象者と部位的特徴が一致していた。
本研究の愁訴のない対象者の sPPA の結果が、腰痛や
頸肩腕症候群の発生しやすい身体状況 10,11)を愁訴の出
現する前に捉えていたとするならば、sPPA 検査は肩部
や腰部の有訴者率が高い船舶関係従業者の症状をより
定量的に捉える検査法となりえる。 
 本研究では対象者を船舶関連従業者としたため、船
内従業者の他に陸上勤務職員が 23 名含まれている。陸
上勤務職員は船内従業者と比較して心身に与える環境
要因が異なることが考えられたが、陸上勤務職員の有
無に関わらず愁訴および sPPA の解析結果に影響を及
ぼさなかった。所謂こりや痛みなどの愁訴の評価は徒
手検査で評価されることが一般的である。本研究の
sPPA 検査では経験豊富な一人の検者が一定の圧力を
保つように配慮して実施したが、経験の少ない検者が
sPPA 検査を実施した場合には、その結果に差が生じる
可能性がある。しかし、著者ら 19)は、本検査法をその
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検査の熟練者がアドバイスを与えながら数回繰り返し
て練習をすることで検査結果の変動が減少し、検者内
誤差が減少することを確認している。したがって、本研
究における sPPA 検査は臨床場面でも、簡便で有用な
一つの検査になるといえ、検査の信頼性を担保する研
究や検査手技のさらなる検討が期待される。 
 
Ⅴ．結 論 

本研究は船舶関連従業者 351 名を対象に、頸肩腕腰
部の脊椎関連愁訴の調査と脊椎圧痛検査（sPPA）を実
施し、愁訴の発生状況および愁訴と脊椎圧痛検査との
関係を明らかにすることを目的とした。その結果は以
下の通りである。 

船舶関連従業者の愁訴は約 70%の者が頸部、肩部、
背部、腰部のいずれかに有していた。特に肩部および腰
部の愁訴率は 50%と高く、頸部 41%、背部 24%であっ
た。頸部、肩部、背部、腰部の愁訴の部位数と脊椎圧痛
箇所数との関係は有意な正の相関関係(r = 0.98, p < 
0.05)が認められ、愁訴の部位数が多い者ほど脊椎圧痛
箇所数が多かった。よって、脊椎圧痛検査（sPPA）は
愁訴の発生しやすい身体的状況を他覚的に捉えること
が可能と考えられる。これらの結果は、船舶関連従業者
においては肩部や腰部の愁訴に対する対策が必要であ
り、その検査法として sPPA が有用であると結論づけ
られる。 
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Shipping Industry. 

 
Kiyoshi Shiroishi1, Toshiki Kikuchi2, Masaki Takayose2, Naoto Gyoda3, Yuji Sano4 
1Teikyo University Faculty of Medical Technology, 2Nihon University College of Industrial Technology, 3Teikyo Uni-
versity of Science Faculty of Medical Science, 4Tokyo University of Marine Science and Technology 
 

Jpn. J. Marit. Activity, 5(3):47-52, 2017.  
(Submitted: 20 December, 2015; accepted in final form: 18 November, 2016)  

 
【Abstract】 

Three hundred and fifty-one workers in the shipping industry, with a mean age of 40.3(12.9) years (SD), were 
examined to clarify the characteristics of musculoskeletal complaint rates in the neck, shoulders, upper back and/or 
lower back regions. Additionally, positive rates of pressure induced-pain assessment of the spine from the 4th cer-
vical vertebra to the sacrum (22 points) were performed. A large majority of the subjects (70.4%) had some kind of 
musculoskeletal complaint in at least one of the regions. The shoulders and lower back regions had the highest 
complaint rates of 49.6% and 49.9%, respectively when multiple responses by the subjects were included. Positive 
rates of the pressure induced-pain assessment were highest on the thoracic vertebrae, predominantly at the 4th and 
5th, regardless of the complaint region. The number of complaints was positively related to the number of positive 
responses from the assessment of each point (r = 0.98, p < 0.05). These results suggest that efforts to reduce muscu-
loskeletal complaints of shipping industry workers are necessary, and the pressure induced-pain assessment of the 
spine used in this study may be a useful tool for evaluating these complaints as a screening test. 

 
Key Words：Pressure-pain for spine, Neck, Trunk, Musculoskeletal complaint, Shipping industry 
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□研究資料□ 

水上オートバイ愛好者を対象とした調査研究－関東主要水域を対象として－ 
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キーワード：水上オートバイ，PWC，安全意識 
 

Ⅰ. 序 論 
水上オートバイ(英語では Personal Water Craft,以

下、PWC と略記)は、近年、若者を中心に人気のあるマ
リンレジャーの 1 つとして定着しつつある。現在、国
内での PWC 販売台数は累積 10 万台であり、さらに、
日本小型船舶検査機構（JCI）の発表によると、平成 25
年度の PWC 全国登録台数（新艇のみ）は 2,765 台と前
年度の 2,643 台を 4.6％程上回っている 1)。 

一方で、こうした PWC の普及に伴い、エンジン音に
よる騒音や、排気ガスによる臭気など環境面での社会
的な問題となっている。 

一般に PWC のエンジンの排気量は、大型オートバイ
とほぼ同じであり、主たる騒音はエンジン本体及び排
気系からのものである。PWC の騒音については、国立
公園内の湖や内湾などの海岸線で問題となっており、
その走行状態は多様で、例えば過剰なアイドリング、一
定区間の繰り返し走行、複数の PWC による走行、レー
ス仕様の改造艇である 2,3)。 

また、地域によっては周辺住民との間で騒音問題が
発生しており、地方自治体による規制の事例もある 4,5)。
欧米諸国では、PWC を含む一般的なプレジャーボート
の騒音に関する規制も検討されている 6)。さらに、PWC
は、100km/h ものスピードで走行できる特性を有する
がゆえに危険性をはらんでおり、毎年約 60 件の PWC
に関連した事故が発生している 7)。PWC の利用に関し
て、奥本 8)は、PWC 利用者の迷惑行為のため、PWC の
同海面における利用を好ましく思わない他の海面利用
者が多い傾向にあることを報告している。 

一方で、PWC は水難救助、河川管理、及び体験学習
といった社会貢献活動で多く利用されている 9)。 

このように PWC の利用にあたっては、社会問題が生
じていると同時に、社会貢献活動への利用がなされて
いるが、さらなる PWC の普及促進や利用環境の整備に
資するには、PWC 利用者の意識や利用状況を把握する
ことが有用であると考えられる。また、特定の利用海域
を対象として、海域の利用状況やユーザーの PWC 利用
における意識や見解を問い、分析を行った研究は他に
ない。 

そこで、本研究では、PWC ユーザーにアンケート調
査を行い、水上オートバイの利用区域（以下、「ゲレン
デ」という）の利用状況やユーザーの PWC 利用におけ 
 
 

る意識や見解を把握した。その上で、PWC における前
述のような問題点等を検討することで、PWC の促進及
び利用環境の整備に資するための基礎資料を得ること
を目的とした。 
 
Ⅱ. 調査方法 
本研究の調査対象者は利根大堰、江ノ島及び逗子海

岸にあるゲレンデを利用する PWC ユーザー98 名であ
る。調査用紙を用いた聞き取り調査を 2014 年 7 月 21
日から同年 11 月 13 日までの期間のうちの 7 日間で行
った。 
調査項目は、性別や年齢、職業などのユーザー自身の

データ及び、走行時に心がけていること（選択式、複数
回答可）、トラブル経験の有無（選択式、複数回答可）、
安全講習受講の有無（選択式）、ルールを守れているか
（選択式）、水上バイクを利用することが、他者や環境
に与えると考えられる影響（選択式）の、以上 7 項目で
ある。また、ゲレンデがより適切に利用されるために必
要と考えられることや改善を望むことを自由記述で書
いてもらった。 

 
Ⅲ. 結 果 
1. 全体集計(n=98) 
A．回答者の属性等 
回答者の性別は、男性が 89 名(90.8%)、女性が 9 名

(9.2%)であった。 
回答者の年代は、40 代が 47 名(48.0%)と約半数であ

り、次いで 30 代が 27 名(27.6%)、20 代が 15 名(15.3%)
などであった。 
回答者の職業は、会社員が 56 名(57.1%)と過半数を

占めており、次いで、自営業が 29 名(29.6%)、公務員が
6 名(6.1%)などであった。 

PWC の利用頻度は、｢週 1、2 回」が 48 名(49.0%)と
最も多く、次いで｢月 1、2 回｣が 29 名(29.6%)などであ
った（表 2）。 

 
 
 
 
 
 
 
 筆頭者連絡先：〒100-8918 東京都千代田区霞が関 2-1-2 

e-mail : urushidani@hotmail.com 

期間 人数(%)
1年未満 4(4.1%)

1年から2年未満 19(19.4%)
2年から6年未満 25(25.5%)
6年から10年未満 14(14.3%)

10年以上 36(36.7%)

表 1. PWC に乗り始めてからの期間 
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「走行時に心がけていること」については、｢浅瀬・

障害物の確認」及び「他船との距離」がそれぞれ 67 名
(68.4%)、｢水深 80cm 以上でのエンジン始動」が 55 名
(56.1%)、｢燃料残量の確認｣が 52 名(53.1%)などであっ
た(図 1)。 

経験したことがあるトラブルの種類については、｢落
水」が 45 名(45.9%)、｢エンジントラブル」が 41 名
(41.8%)、｢経験なし｣が 23 名(23.5%)などであった（図
2）。 

安全講習の受講有無については、「あり」が 69 名
(70.4%)で「なし」が 29 名(29.6%)であった(表 3)。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
ルールをどの程度守ることができているかについて

は、「どちらかといえばできている」が 48 名(49.0%)、
次いで「かなりできている」が 29 名(29.6%)、「ルール
を知らない」が 10 名(10.2%)などであった(表 4)。 

PWC を利用する際に深刻だと考えられる問題につ
いては、｢事故など安全上の問題」が 65 名(66.3%)、｢エ
ンジン音による騒音」が 30 名(30.6%)などであった（図
3）。 

  
なお、ゲレンデがより適切に利用されるために必要

だと考えられることや改善を望むこと（自由記述）につ
いては、以下のような回答が得られた。 
・会員制にする。 1 名 
・無免許運転者の根絶。 1 名 
・ルールを守らない人の排除。 1 名 
・ゲレンデをもっと増やしてほしい。 1 名 
・互いの安全確認。 2 名 
・飲酒後、運転しない。 2 名 
 

B．カイ二乗検定の結果 
 「期間」と「ルールを守れているか」のクロス集計及
びカイ二乗検定を行った結果、有意差が認められた
(p<.01)（表 5）。 
また、「受講の有無」と「トラブル経験」のクロス集

計及びカイ二乗検定を行った結果、有意差が認められ
なかった（表 6）。 

 
2. 利用海域ごとの比較 
A．利用海域別のクロス集計 
利用海域別にクロス集計を行った。なお、ここでは、

利根大堰と江ノ島を選定し、回答者の母集団数が少数
であった逗子海岸海域のデータは除外した。 
「走行時に心がけていること」の質問に対して、利根

大堰では、｢浅瀬・障害物の確認」が 46 名(71.9%)、「他
船との距離」がそれぞれ 45 名(70.3%)、｢水深 80cm 以
上でのエンジン始動」が 43 名(67.2%)、｢燃料残量の確
認｣が 41 名(64.1%)などであった。江ノ島では、｢浅瀬・
障害物の確認」が 21 名(67.7%)、「他船との距離」が 19  

頻度 人数(%)
週3回以上 3(3.1%)
週1、2回 48(49.0%)
月1、2回 29(29.6%)

半年に1、2回 6(6.1%)
1年に1、2回 6(6.1%)

その他 6(6.1%)

表 2. PWC 利用の頻度 

図 1. 走行時に心がけていること（複数回答可） 
（名） 

（名） 

図 2. PWC 利用者のトラブル経験（複数回答可） 

受講の有無 人数(%)
あり 69(70.4%)
なし 29(29.6%)

表 3. PWC 利用者における安全講習の受講の有無 

ルールについて 人数(%)
かなりできている 29(29.6%)

どちらかといえばできている 48(49.0%)
どちらかといえばできていない 8(8.2%)

あまりできていない 3(3.1%)
ルールを知らない 10(10.2%)

表 4. PWC 利用者のルールの遵守度合 

図 3. PWC 利用者が深刻だと考える問題（複数回答可） 
（名） 
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名(61.3%)、｢航行区域の確認」が 17 名(54.8%)などであ
った。 

「水深 80cm 以上でのエンジン始動」「燃料残量の確
認」「安全速度」「急発進・急旋回の自粛」については、
江ノ島より利根大堰の方が、心がけている回答者の割
合が高かった。「航行区域の確認」については、利根大
堰より江ノ島の方が心がけている回答者の割合が高か
った。 

「トラブル経験」の質問に対して、利根大堰では、｢落
水」が 36 名(56.3%)、｢エンジントラブル」が 26 名
(40.6%)などであった。 江ノ島では、｢エンジントラブ
ル」が 14 名(45.2%)、｢落水」及び「なし」がそれぞれ
9 名(29.0%)、「衝突」及び「水没」がそれぞれ 6 名(19.4%) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
などであった。利根大堰では、江ノ島に比べ、特に、「落
水」「接触」「ガス欠」といった項目において、回答者の
割合が高かった。 
「ルールを守れているか」の質問では、利根大堰にお

いて、「どちらかといえばできている」が 33 名(51.6%)
と最も多く、次いで「かなりできている」が 18名(28.1%)
であった。江ノ島では、「どちらかといえばできている」
が 15 名(48.4%)と最も多く、次いで「かなりできてい
る」が 9 名(29.0%)であった (表 7)。 
「深刻だと考えられる問題」の質問に対して、利根大

堰では、｢事故など安全上の問題」が 41 名(64.1%)、｢エ
ンジン音による騒音」が 21 名(32.8%)などであった。
江ノ島では、｢事故など安全上の問題」が 22名(71.0%)、
｢他の海面利用者との水路競合問題｣が 9 名(29.0%)など
であった(図 6)。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

かなり
できている

どちらかといえば
できている

どちらかといえば
できていない

あまり
できていない

ルールを
知らない

（名） （名） （名） （名） （名）

1年未満 0 0 1 0 3

1年から2年未満 8 9 1 1 0

2年から6年未満 2 13 3 2 3

6年から10年未満 4 7 1 0 2

10年以上 13 19 2 0 1

期間/ルール

表 5. 「期間」と「ルールを守れているか」のクロス集計・カイ二乗検定 

値 ｐ

35.678 0.003 ** **：p<.01
期間＊ルールを守れているか

あり なし 合計

（名） （名） （名）

あり 50 19 69

なし 25 4 29

受講の有無/トラブル経験

値 ｐ

2.147 0.143 ns
受講の有無/トラブル経験

ns:有意差なし

表 6. 「受講の有無」と「トラブル経験」の 

クロス集計・カイ二乗検定 

図 4. 利根大堰及び江ノ島での利用者が走行時に 

心がけていること（複数回答可） 

図 5. 利根大堰及び江ノ島での利用者のトラブル

経験（複数回答可） 

かなりできている 18(28.1%) 9(29.0%)

どちらかといえばできている 33(51.6%) 15(48.4%)

どちらかといえばできていない 5(7.8%) 3(9.7%)

あまりできていない 2(3.1%) 1(3.2%)

ルールを知らない 6(9.4%) 3(9.7%)

ルールについて
利根大堰
(n=64)

江ノ島
(n=31)

表 7. 利根大堰及び江ノ島での利用者のルール 

の遵守度合 
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B．カイ二乗検定の結果 
調査対象水域とした利根大堰及び江ノ島の両水域の

クロス集計及びカイ二乗検定を行った結果、5%水準の
有意差が示されていたのは、以下のとおりであった(表
8、9)。 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1) アンケート調査の「走行時に心がけていること」
の項目のうちの「水深 80cm 以上でのエンジン始動」
において有意差が認められた（p<.01）。 

(2) アンケート調査の同項目のうちの「燃料残量の確
認」において有意差が認められた（p<.01）。 

(3) アンケート調査の同項目のうちの「安全速度」に
おいて有意差が認められた(p<.05)。 

(4) アンケート調査の同項目のうちの「急発進・急旋
回の自粛」において有意差が認められた（p<.05）。 

(5) アンケート調査の同項目のうちの「安全速度」に
おいて有意差が認められた(p<.05)。 

(6) アンケート調査の「トラブル経験」の項目のうち
の「落水」において有意差が認められた(p<.05)。 

 以上より、利根大堰及び江ノ島の両水域における比
較のうち、「走行時に心がけていること」に関して有意
差が多く認められた。特に、同項目の「水深 80cm 以上
でのエンジン始動」「燃料残量の確認」では、1%未満の
有意確率を示していた。 
 
Ⅳ. 考 察 
今回の調査対象水域においては、PWC に乗り始めて

からの期間が 6 年以上である利用者が多かったことか
ら、「ルールについて」の項目では、「やや守れている」
と「かなり守れている」と回答した者が全体の約 8 割
を占めるという結果に繋がったと考えられる。その一
方で、「ルールを知らない」と回答した者も 1 割を示し
たという事実は看過できない。ルール(例として、藤沢
市における「海のルールブック」や「藤沢市条例」など
の各水域における PWC 走行時におけるローカルルー
ル 4,5,10,11))の認知度を上げるための普及活動等を行う
必要がある。 
また、安全講習受講経験に関しては、「あり」と回答

した者が約 7 割であったが、本研究では「落水」や「エ
ンジントラブル」等の各種トラブル経験をしたことが
ある者が多かったことから、安全講習への更なる受講
促進、及びスキルアップの向上の必要性を示唆するも
のといえる。ユーザーの安全意識を高めるために、講習
を受けられる場所を増やすなど、より多くのユーザー
が講習を受けられるようにする必要があると思われる。 
 また、カイ二乗検定の結果、利根大堰及び江ノ島の両
水域における比較のうち、走行時に心がけていること
に関して、「水深 80cm 以上でのエンジン始動」「燃料残
量の確認」「安全速度」「急発進・急旋回の自粛」の各項
目において、有意差が認められた。江ノ島での PWC ユ
ーザーは利根大堰での PWC ユーザーに比べて、PWC
走行時に心がけている項目が少ないことから、江ノ島
と利根大堰では PWC 走行時の安全意識において大き
な差があるものと考えられる。 
 
Ⅴ. 結 論 
本研究では、各海域における「条例」や「海のルール

ブック」などに示されている PWC に関するローカルル
ールについて、「ルールを知らない」と回答した者が 1
割いるという事実が判明した。そのため、ルールの認知
度を向上させるための普及活動等の取り組みを行う必
要がある。 
また、本研究における「落水」や「エンジントラブル」

等の各種トラブル経験をしたことがある者の多いこと

図 6. 利根大堰及び江ノ島での利用者が思う深刻だと

考えられる問題 （複数回答可） 

浅瀬・障害物の確認 46(71.9%) 21(67.7%) ns

他船との距離 45(70.3%) 19(61.3%) ns

水深80㎝以上でのエンジン始動 43(67.2%) 11(35.5%) **

燃料残量の確認 41(64.1%) 10(32.3%) **

安全速度 33(51.6%) 9(29.0%) *

航行区域の確認 30(46.9%) 17(54.8%) ns

急発進・急旋回の自粛 28(43.8%) 7(22.6%) *

その他 5(7.8%) 0(0.0%) ns

**:p<.01  *:p<.05　ns:有意差なし

p
利根大堰
(n=64)

江ノ島
(n=31)

落水 36(56.3%) 9(29.0%) *

エンジントラブル 26(40.6%）14(45.2%) ns

接触 15(23.4%) 3(9.7%) ns

水没 14(21.9%) 6(19.4%) ns

乗揚げ 13(20.3%) 3(9.7%) ns

ガス欠 12(18.8%) 2(6.5%) ns

なし 12(18.9%) 9(29.0%) ns

衝突 10(15.6%) 6(19.4%) ns

ｐ
利根大堰
(n=64)

江ノ島
(n=31)

*：p<.05　ns:有意差なし

表 9. 利根大堰及び江ノ島を比較したカイ二乗検定

の結果 トラブル経験 

表 8. 利根大堰及び江ノ島を比較したカイ二乗検定の

結果 走行時に心がけていること 
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から、安全講習への更なる受講促進、及びスキルアップ
の向上の必要性を示唆する。ユーザーの安全意識を高
めるために、講習を受講することのできる場所や機会
を増やすなどのユーザーが気軽に講習を受けられるよ
うにするための環境整備が必要である。 
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□症例報告□ 

加速度脈波による船酔いの評価－2 症例による前額部と手指尖部の比較－ 
 

 菊地俊紀 1，廣瀬高士 2，千足耕一 3，藤本浩一 3，新井健一 1，佐野裕司 4 

1 日本大学生産工学部; 2 株式会社商船三井; 3 東京海洋大学学術研究院; 4 東京海洋大学 
 

海洋人間学雑誌,5(3):58-67,2017. 
（受付：2015 年 9 月 23 日；  最終稿受理：2016 年 12 月 3 日） 

 
キーワード：動揺病、船酔い、自覚的強度、加速度脈波 
 

Ⅰ．緒 言 
 動揺病は乗り物の動揺を主要因とし、乗り物酔いや

加速度病とも呼ばれる。船酔いは動揺病の一つで、船

体動揺要因と環境要因（場所、臭い、作業状況等）、ま

た、それを受け止める身体的要因との相互関係によっ

て生じる。船内という限られた空間による運動不足と

相対的栄養過多が循環を悪化傾向にさせ 1,2)、当直交代

制という特殊な勤務体制 3)と東西航海の時差 4,5)が生体

リズムを崩し、慢性的な睡眠不足 6,7)、そして船体動揺
8-12)が船酔いを発生させると言われている。 
 佐野らの船員養成課程学生に対する調査では、様々

な乗物の中で最も乗物酔いの経験頻度が高いのは船舶

であること 13)、長期航海未経験学生の約 1 ヶ月間の航

海中に船酔いを最も多発した日には約 70％の学生が船

酔いを訴え、嘔吐者が約 21％いたことが報告されてい

る 7)。また、花田 14)は航海未経験者の 80％、Shupak
ら 10)は 96％に船酔いにかかったことを報告している。

このように長期航海では、その経験の無い者にとって

船酔い発生が極めて高率であり、船酔いの予知予防の

研究は重要である。 
動揺病の代表的な症状には、悪心（吐き気）、嘔吐、

頭重感、生欠伸など様々あるが、顔面蒼白や冷や汗の

ような末梢循環と関連する症状も見られる。末梢循環

の指標としては従来から指尖容積脈波があるが、指尖

容積脈波では波形の起伏がはっきりしないため波形解

析が難解であった。そこで佐野ら 15-17)は、従来の指尖

容積脈波に 2 回連続して微分を加えて、加速度脈波（二

次微分波）として捉える分析方法を提案した。この方

法は従来の指尖容積脈波より波形の起伏がはっきりす

るため波形解析が容易となる利点があり、現在では、

医学や体育学の分野で広く使用されるに至っている。         

動揺病（船酔い）と加速度脈波との関係については、

これまで手指尖部の加速度脈波からの検討報告がある

が 18,19)、顔面蒼白の程度を評価できる可能性のある顔

面の加速度脈波を捉えた検討報告はない。狭小かつ半

閉鎖的であり、動揺の多い船内空間において、継続的

に生理学的データを収集することは非常に困難である                  

が、今回は 2 症例の前額部及び手指尖部加速度脈波の

データ収集に成功したことから、船酔い前から船酔い

に至る経過について観察した結果を報告するものであ

る。 

 
Ⅱ．方 法 

1．被験者（表 1） 
被験者は事前に実験内容を十分説明し同意を得た 23

歳（以下、症例 H）と 24 歳（以下、症例 I）の男子 2
名である。被験者の身体特性は表 1 に示した。症例 H
は約 3 ヶ月の乗船経験があり、症例 I は乗船経験がほと
んどない。 
 
2．対象船舶、海域、実験時間、気象（表 2） 
 対象船舶は東京商船大学（現東京海洋大学）の練習

船汐路丸（449 トン）、海域は東京湾館山沖で行われた。

陸上生活による影響を避けるために、実験は短期実験

航海中（7 月 31 日～8 月 3 日）の 2 日目に 8 時頃から

16 時 30 分頃の間に行われた。実験場所は汐路丸の船首

部にある教室であった。 
 航行中の気象状態を表 2 に示した。実験当日の航行

中の気象は穏やかであった。 

 
Table 1. Physical characteristics of subjects 
Subject Sex Age Height Weight SBP DBP 
    (year) (cm) (kg) (mmHg) (mmHg) 

H male 23 182.5 77.0  104 68 
I male 24 171.3 71.5  107 75 

 
 
 

筆頭者連絡先：〒275-8576 習志野市新栄 2-11-1  
e-mail: kikuchi.toshiki@nihon-u.ac.jp 



海洋人間学雑誌 第 5巻・第 3号                              加速度脈波による船酔いの評価・菊地ら 

59 
 

3．測定方法 
A．測定の項目と条件 
 測定項目は、船酔いの自覚的強度、循環動態の指標

として脈拍数、血圧および前額部と手指尖部の加速度

脈波であった。測定は全て座位で行い、航行中は 5 分

毎に、仮泊中は随時に数回行った。 
 
B．船酔いの自覚的強度の評価 

船酔いの自覚的強度は、佐野らの方法 7)を用いて、「な

し（0）」「弱い（1）」「強い（2）」「非常に強い（3）」の

4 段階の自覚的強度を被験者から聴取して評価した。 
 

C．血圧および脈拍 
血圧はオムロン社製の自動血圧計 HEM-705CP を使 

用し、右手上腕部で測定した。脈拍は自動血圧計に出
力されたものを採用した。 

 
Table 2. Weather conditions in the experimental voyage 
Date  Time Wind 

direction 
Wind 
force 

Weather Atmospheric 
condition (hPa) 

Temp. 
(℃) 

Humidity 
(℃) 

Sea temp. 
(℃) 

Aug.1  7:00 Calm 0 Sunny 1010.8  28.7  94.3  - 

 
 8:00 Calm 0 Sunny 1010.9  29.0  85.0  - 

 
 9:00 N. West 1 Sunny 1010.8  29.0  87.8  26.8  

 
 10:00 Calm 0 Sunny 1011.0  28.3  98.6  26.2  

 
 11:00 South 1 Sunny 1011.3  28.7  97.3  27.5  

 
 12:00 South-SW 2 Sunny 1011.0  29.0  91.3  27.9  

 
 13:00 South 2 Sunny 1010.8  29.2  89.1  28.3  

 
 14:00 South 3 Sunny 1010.8  29.5  85.9  27.5  

 
 15:00 South 3 Most. sunny 1010.6  29.3  91.2  26.7  

 
 16:00 South 3 Sunny 1010.9  29.8  74.2  27.2  

   17:00 South 3 Sunny 1011.2  29.6  80.5  - 
 Wind force Wind speed (m/sec)      
 Calm 0.0-0.2       N. West: North West    
 1 0.3-1.5       SW: South West    
 2 1.6-3.3      
 3 3.4-5.4      
 4 5.5-7.9      
 5 8.0-10.7      
 6 10.8-13.8      
 7 13.9-17.1      
 8 17.2-20.7      

 
D．加速度脈波の測定 

加速度脈波はミサワホーム総合研究所製の APG-200
を 2 台使用して測定した。手指尖部は、付属のセンサ

ーを改良し 18)、それを左手第 3 指に紙絆創膏で固定し

て、第 1 指を上、第 5 指を下にした状態で心臓位にて

測定した。前額部の加速度脈波は佐野らが開発した近

赤外光拡散透過式センサー20）をネット包帯で固定して

測定した。 
 
E．加速度脈波の分析 

図 1 に示されるように、加速度脈波の波形には幾つ

かのピークがある。佐野ら 15-17)はそれらを a～e 点に分

類し、加速度脈波の基線から上部を正の領域、下部を

負の領域と定めて、b/a 比、c/a 比、d/a 比、e/a 比、(d-c)/a
比、(e-d)/a 比および総合的な指標としての加速度脈波

係数（APG Index＝(c+d-b)/a×100）を加速度脈波の定 

 

Figure 1. Schematic view and analytical method of 
Second derivative photo plethysmograph (SDPG). 



海洋人間学雑誌 第 5巻・第 3号                              加速度脈波による船酔いの評価・菊地ら 

60 
 

量的評価指標として提案している。本研究では、臨床

面で広く利用されている b/a 比、c/a 比、d/a 比、e/a 比

および APG Index について検討した。 
 

Ⅲ．結 果 

1．船酔いの自覚的強度の時系列変化 
症例 H と I における船酔いの自覚的強度、循環動態

の時系列変化を表 3、表 4 に示した。症例 H（表 3）は、
航行前の仮泊中は船酔いを自覚していなかったが、航

行に移るとすぐ（9:50）に船酔いの自覚的強度が 1（弱
い）に上昇した。その状況が航行の終盤（12:30）まで
継続し、13:00 以降は自覚症状が消失した。症例 I （表
4）も同様に、航行前の仮泊中は船酔いを自覚していな
かったが、航行に移るとすぐ（9:50）に船酔いの自覚
的強度が 1（弱い）に上昇した。5 分後には自覚的強度
が 2（強い）に上昇し、10:10 に一旦 1（弱い）に下降
したがすぐに 2（強い）に戻った。10:25 以降は 1（弱
い）の状況が続き、12:15 以降は自覚症状が消失した。 

 
Table 3. The time-series change of hemodynamics and subjective intensity of seasickness during the experimental voyage in 
subject H. 

 
EA: Emergency Anchoring Navi: Navigation 

Time 
Ship 

Condition 
Sea 

sickness 

PR SBP DBP Forehead SDPG (%) Fingertip SDPG (%) 

  (b/m) (mmHg) b/a  c/a  d/a  e/a APG b/a  c/a  d/a  e/a APG 

815 EA 0 72 105 60 -64 -22 -22 8 20 -76 1 -1 21 76 
830 EA 0 63 100 55 -48 -17 -28 5 3 -80 5 -3 18 82 
845 EA 0 69 99 58 -40 -21 -29 3 -10 -79 3 -3 21 79 
900 EA 0 65 98 62 -45 -23 -27 6 -5 -82 5 -2 18 85 
950 Navi 1 61 104 65 -21 -7 -52 7 -38 -62 0 -26 20 36 
955 Navi 1 62 101 68 -20 -2 -50 1 -32 -67 -13 -17 20 37 

1000 Navi 1 60 101 67 -22 -10 -51 0 -39 -74 1 -21 21 54 
1005 Navi 1 63 102 68 -28 -10 -42 0 -24 -69 -5 -22 21 42 
1010 Navi 1 64 106 66 -19 -6 -49 3 -36 -72 -8 -21 14 43 
1015 Navi 1 62 102 65 -35 -8 -38 2 -11 -75 -8 -15 16 52 
1020 Navi 1 57 111 67 -27 -1 -46 6 -20 -77 -6 -12 21 59 
1025 Navi 1 57 94 63 -21 -1 -51 -3 -31 -77 -1 -21 16 55 
1030 Navi 1 57 102 66 -27 -2 -44 3 -19 -75 5 -21 18 59 
1035 Navi 1 56 97 67 -23 2 -50 6 -25 -71 3 -20 14 54 
1040 Navi 1 56 106 71 -24 5 -53 3 -24 -78 6 -23 19 61 
1045 Navi 1 56 98 67 -17 3 -46 2 -26 -79 8 -18 21 69 
1050 Navi 1 58 98 64 -19 1 -43 3 -26 -79 8 -26 22 61 
1055 Navi 1 44 98 77 -16 1 -51 -6 -34 -80 8 -19 16 69 
1100 Navi 1 56 93 59 -22 -6 -45 -2 -29 -76 4 -8 17 72 
1105 Navi 1 54 105 61 -21 9 -52 3 -22 -78 10 -20 11 68 
1110 Navi 1 55 94 61 -19 1 -52 -7 -32 -74 6 -16 15 64 
1115 Navi 1 55 104 63 -23 4 -51 2 -24 -77 10 -20 19 67 
1120 Navi 1 55 100 60 -21 7 -51 6 -23 -84 13 -28 18 69 
1125 Navi 1 55 99 62 -26 1 -48 3 -21 -80 10 -22 18 68 
1130 Navi 1 57 97 63 -27 1 -50 4 -22 -72 6 -28 23 50 
1215 Navi 1 71 110 71 -31 -11 -40 -6 -20 -80 10 -7 16 83 
1230 Navi 1 57 95 67 -29 -5 -46 4 -22 -84 8 -8 19 84 
1300 Navi 0 62 102 61 -30 -6 -41 -4 -17 -74 -1 -8 16 65 
1330 Navi 0 58 106 66 -34 -5 -49 2 -20 -76 13 -8 13 81 
1400 Navi 0 60 98 69 -27 -4 -48 2 -25 -68 9 -28 15 49 
1430 Navi 0 64 105 67 -36 -24 -37 9 -25 -85 4 -4 26 85 
1600 EA 0 62 105 67 -35 -5 -39 4 -9 -69 11 -25 15 55 
1630 EA 0 65 102 64 -36 -12 -34 7 -10 -76 -7 -10 22 59 
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Table 4. The time-series change of hemodynamics and subjective intensity of seasickness during the experimental voyage in 
subject I. 
 
Time Ship 

Condition 
Sea 

sickness 
PR SBP DBP Forehead SDPG (%) Fingertip SDPG (%) 

  (b/m) (mmHg) b/a  c/a  d/a  e/a APG b/a  c/a  d/a  e/a APG 

830 EA 0 80 122 76 -42 -23 -25 10 -6 -104 11 8 41 123 

845 EA 0 75 121 75 -38 -21 -28 20 -11 -95 -3 -3 50 89 

900 EA 0 72 125 77 -52 -35 -35 17 -18 -86 10 10 22 106 

950 Navi 1 66 134 86 -32 -15 -27 7 -10 -95 12 10 24 117 

955 Navi 2 65 128 80 -23 -18 -35 5 -30 -95 6 6 26 107 

1000 Navi 2 64 120 78 -25 -13 -32 7 -20 -92 7 7 24 106 

1005 Navi 2 64 133 76 -32 -17 -39 9 -24 -89 -7 -7 46 75 

1010 Navi 1 69 117 76 -23 -18 -35 12 -30 -91 -6 -3 47 82 

1015 Navi 2 66 118 76 -28 -16 -32 15 -20 -87 -7 -6 31 74 

1020 Navi 2 66 122 76 -26 -21 -37 15 -32 -93 -3 -3 41 87 

1025 Navi 1 72 125 76 -28 -21 -35 10 -28 -95 -2 -2 44 91 

1030 Navi 1 68 120 71 -24 -18 -37 13 -31 -93 -1 -1 43 91 

1035 Navi 1 64 109 70 -32 -20 -30 12 -18 -96 -5 -5 53 86 

1040 Navi 1 70 112 61 -25 -16 -39 15 -30 -93 -1 -1 44 91 

1045 Navi 1 63 102 69 -23 -19 -35 8 -31 -91 -2 -2 43 87 

1050 Navi 1 62 107 67 -25 -11 -39 9 -25 -92 2 2 37 96 

1055 Navi 1 59 117 67 -23 -10 -34 14 -21 -93 6 5 31 104 

1100 Navi 1 61 111 72 -20 -12 -41 15 -33 -89 -4 -4 42 81 

1105 Navi 1 67 123 77 -28 -18 -34 15 -24 -96 1 -2 42 95 

1110 Navi 1 57 114 68 -24 -18 -32 10 -26 -98 -5 -5 42 88 

1115 Navi 1 65 113 72 -21 -15 -37 14 -31 -95 -6 -6 48 83 

1120 Navi 1 64 102 59 -24 -14 -40 18 -30 -100 -7 -7 41 86 

1125 Navi 1 63 112 89 -22 -12 -32 19 -22 -97 -1 -1 35 95 

1130 Navi 1 62 106 70 -21 -12 -33 6 -24 -90 8 -1 19 97 

1215 Navi 0 73 115 69 -38 -16 -23 10 -1 -89 12 10 23 111 

1230 Navi 0 71 111 72 -41 -15 -22 15 4 -88 -1 -1 41 86 

1300 Navi 0 72 107 73 -44 -13 -25 8 6 -92 -8 -8 53 76 

1330 Navi 0 66 118 63 -43 -15 -26 14 2 -95 11 9 21 115 

1400 Navi 0 73 115 75 -40 -16 -27 17 -3 -98 -4 -4 51 90 

1430 Navi 0 62 110 73 -35 -12 -21 8 2 -97 -4 -4 59 89 
 
EA: Emergency Anchoring Navi: Navigation 
 

2．脈拍の時系列変化と船酔いの自覚的強度の関係 
 症例 H と I における脈拍の時系列変化を図 2、図 3
に示した。症例 H（図 2）は、航行前の仮泊中から脈

拍が低下傾向を示し、船酔いの自覚的強度が上昇した

区間は一貫して最初に測定した値よりも低い値を示

した。船酔いの自覚症状が消失すると最初に測定した

値に向かって上昇傾向が見られた。症例 I（図 3）も

同様に、航行前の仮泊中から脈拍が低下傾向を示し、

船酔いの自覚的強度が上昇した区間は一貫して最初

に測定した値よりも低い値を示した。船酔いの自覚症

状が消失すると最初に測定した値に向かって上昇傾

向が見られた。 
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Figure 2. The time-series change of pulse rate (PR) during the experimental voyage in subject H. 
 

 
Figure 3. The time-series change of pulse rate (PR) during the experimental voyage in subject I 
 

3．血圧の時系列変化と船酔いの自覚的強度の関係 
 症例 H と I における血圧の時系列変化を図 4、図 5
に示した。症例 H（図 4）では、収縮期血圧は船酔い

の自覚的強度の変化に対して一定の変化を示さなか

った。一方拡張期血圧は、船酔いの自覚的強度が上昇

している区間は上昇傾向を示した。症例 I（図 5）で

は、収縮期血圧、拡張期血圧ともに、船酔いの自覚的

強度が上昇すると一旦上昇し、その後下降する傾向が

見られた。 

 

 
Figure 4. The time-series change of systolic blood pressure (SBP) and diastolic blood pressure (DBP) during the  
experimental voyage in subject H 
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Figure 5. The time-series change of systolic blood pressure (SBP) and diastolic blood pressure (DBP) during the  
experimental voyage in subject I. 
 
4．加速度脈波の定量的評価指標の時系列変化と船酔

いの自覚的強度の関係 
A．加速度脈波 b/a 比 
 

 症例 H と症例 I における前額部と手指尖部の加速度

脈波 b/a 比（以下 b/a 比）の時系列変化を図 6、図 7
に示した。症例 H（図 6）では、船酔いの自覚的強度 

 
Figure 6. The time-series change of second derivative photo plethysmography (SDPG) b/a ratio during the experimental  
voyage in subject H. 

 
Figure 7. The time-series change of second derivative photo plethysmography (SDPG) b/a ratio during the experimental  
voyage in subject I. 
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が上昇すると、前額部、手指尖部とも、b/a 比が急激

に上昇した。前額部は船酔いの自覚症状がない仮泊中

から徐々に上昇し、船酔いの自覚的強度が上昇した時

点（9:50）は最初の値と比して 43％上昇し、その後

も継続して高い値が測定された。手指尖部は船酔いの

自覚的強度が上昇した地点（9:50）で急激に上昇し、

最初の値と比して 14％上昇したが、その後は下降し、

最初の値とほぼ同値を推移した。症例 I（図７）では、

船酔いの自覚的強度が上昇すると、前額部、手指尖部

とも b/a 比が上昇し、その後も継続して高い値が測定

された。 
 
B．加速度脈波 c/a 比 
 症例 H、I ともに、船酔いの自覚的強度の変化に対

して、前額部と手指尖部の加速度脈波 c/a 比に一定の

変化は見られなかった。 
 
 
 

C．加速度脈波 d/a 比 
症例 H と症例 I における前額部と手指尖部の加速

度脈波 d/a 比（以下 d/a 比）の時系列変化を図 8、図

9 に示した。 
症例 H（図 8）では、船酔いの自覚的強度が上昇す

ると、前額部、手指尖部とも、ｄ/a 比が急激に下降し

た。前額部は最初の値と比して船酔いの自覚的強度が

上昇した時点（9:50）は 30％下降し、その後も若干

の上下動はあるものの継続して低い値が測定された。

また、船酔いの自覚症状が消失すると上昇傾向が見ら

れた。手指尖部も同様に最初の値と比して船酔いの自

覚的強度が上昇した時点（9:50）は 25％下降し、そ

の後も若干の上下動はあるものの継続して低い値が

測定された。 
症例 I（図 9）では、船酔いの自覚的強度が上昇し

た区間は、前額部、手指尖部とも d/a 比が下降する傾 
 

 
Figure 8. The time-series change of second derivative photo plethysmography (SDPG) d/a ratio during the experimental  
voyage in subject H. 
 

 
Figure 9. The time-series change of second derivative photo plethysmography (SDPG) d/a ratio during the experimental  
voyage in subject I. 
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向が見られ、前額部では船酔いの自覚症状が消失する

と、最初の値まで上昇した。 

 

D．加速度脈波 e/a 比 

 症例 H、I ともに、船酔いの自覚的強度の変化に対

して、前額部と手指尖部の加速度脈波 e/a 比に一定の

変化は見られなかった。 

 

E．加速度脈波 APG Index 
症例 H と症例 I における前額部と手指尖部の加速

度脈波 APG Index（以下 APG Index）の時系列変化

を図 10、図 11 に示した。症例 H（図 10）では、船

酔いの自覚的強度が上昇すると、前額部、手指尖部と

も、APG Index が急激に下降した。前額部では、船

酔いの自覚症状が現れない仮泊中から徐々に下降し

た。船酔いの自覚的強度が上昇した時点（9:50）は最

初の値と比して 58％下降し、その後も継続して低い

値が測定された。手指尖部では、船酔いの自覚的強度

が上昇した地点（9:50）で APG Index が急激に下降

した。最初の値と比して 40％下降したが、その後は

上昇傾向にあり、1 時間後以降は最初の値とほぼ同値

を推移した。症例 I（図 11）では、船酔いの自覚的強

度が上昇した区間は前額部、手指尖部ともAPG Index
が低い値を示した。前額部では、船酔いの自覚症状が

消失すると APG Index は上昇し、船酔いの自覚症

状が現れる前の値に回復した。 
 

Ⅳ．考 察 

動揺病症状の重症度評価としては、Graybiel ら 21)の

提唱した基準が広く知られている。これは動揺病の 

 

 
Figure 10. The time-series change of APG Index during the experimental voyage in subject H. 
 

 
Figure 11. The time-series change of APG Index during the experimental voyage in subject I. 
 

症状である、胃部不快感、悪心、嘔吐、冷汗、顔面蒼

白、頭痛、眠気、生唾等の程度をそれぞれ点数化して、

その合計点数から重症度を評価するものである。この

基準は嘔吐に至らない症状を評価する方法としては

優れていると思われるが、チェックする項目が多く、

その中には本人では把握しにくい顔面蒼白の程度を

評価する項目もあり、自覚的評価が困難である。長期

航海未経験者の航海では、船酔いが多発してほとんど

の者が嘔吐に至ってしまう場合もあり、先行研究では

船酔い強度のスケールとして嘔吐の有無を採用して
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いるものが多い 6,8,11)。しかし、船酔い症状の発生の

仕方には個人差が大きく、船酔いを強く感じていない

場合でも急に嘔吐に至ることもあるし、逆に船酔いで

吐き気を強く感じていても嘔吐に至らないこともあ

る 7)。そこで本研究は、佐野 19)らが用いた 4 段階法の

自覚的強度スケールを船酔いの重症度の評価指標と

した。 
先行研究 18,19,22)では、動揺病の強度と脈拍には規則

性のある一定の結果が得られていなかった。一方、動

揺病の強度と血圧に関しては、収縮期血圧には規則性

のある関係は見られないが、船酔い強度が強いほど拡

張期血圧が高くなる傾向が報告されている 19)。本研究

では、脈拍は 2 症例とも船酔いの自覚的強度が上昇し

ている区間は自覚症状が無い区間に比べて低い値を

示した。一方で血圧に関しては 2 症例に同様の変化は

認められなかった。症例 H では、収縮期血圧は船酔

いの自覚的強度の変化に対して一定の変化を示さな

かったが、拡張期血圧は船酔いの自覚的強度が上昇し

ている区間は上昇傾向を示した。症例 I では、収縮期

血圧、拡張期血圧ともに、船酔いの自覚的強度が上昇

すると一旦上昇し、その後下降する傾向が見られた。

船酔いの強度と血圧及び脈拍の関係についてはさら

なる検討が必要と思われる。 
動揺病と加速度脈波との関係について佐野らは、船

酔い前から嘔吐に至る強い船酔いの経過観察を行い、

船酔いが強くなるほど、手指尖部加速度脈波の b/a 比

が上昇、d/a 比および APG Index が低下し、嘔吐後に

はそれらの指数に回復がみられることを報告してい

る 18,19)。本研究では、手指尖部に加え前額部の加速度

脈波と動揺病の関係について検討した。その結果、2
症例とも、変化の度合いに若干の違いが見られるもの

の、船酔いの自覚的強度が上昇すると前額部及び手指

尖部の b/a 比が上昇、d/a 比が下降、そして APG Index
が下降する傾向が見られた。このことは、先行研究と

同様に手指尖部加速度脈波が動揺病の評価指標とし

て有効であるとともに、前額部加速度脈波も同様に動

揺病の評価指標として有効である可能性を示唆する

ものである。前額部の加速度脈波に関しては、これま

で年齢との関係が検討されており、手指尖部と同様に

加齢により b/a 比が上昇、d/a 比及び APG Index が低

下することが明らかにされている 20)。本研究の結果は、

前額部の加速度脈波は動揺病の重症度が増すほど加

齢に伴う変化と同様の変化を示し、一過性に加速度脈

波が悪化した反応と捉えることができる。この一過性

の変化は、測定部位の血液含有量と深く関係し、血液

含有量が増したときに若者の方向に変化し、血液含有

量が減ったときに高齢者の方向に悪化する 19)。ゆえに、

この変化は前額部の血液含有量が少なくなった反応

として捉えることができる。先行研究では、動揺病の

発生により末梢循環が低下し、特に頭の皮膚循環が低

下したとの報告がある 22,23)。一方、動揺病の発生で筋

血流が増大したとの報告 22-25)がある。これは動揺病が

発生し、顔面蒼白による皮膚血液含有量の低下により、

その血液が筋にシフトした結果と考えられる。本研究

の結果からみても前額部の加速度脈波が動揺病症状

の一つである顔面蒼白に関係する毛細血管を中心と

した末梢血管の血液含有量の低下を的確に評価して

いると考えることができる。 
前額部と手指尖部の加速度脈波の時系列変化を症

例ごとに見た場合、症例 I は前額部と手指尖部の変化

にさほど差は見られなかった。一方で症例 H は、前

額部と手指尖部の変化に、特に測定が始まってから船

酔いの自覚的強度が上昇するまでの間に異なる変化

が見られた。変化が見られた b/a 比、d/a 比及び APG 
Index のいずれの指標も、手指尖部は自覚的強度が上

昇した時に急激に変化が現れるのに対し、前額部は自

覚症状が現れる前から体調が悪化する方向に徐々に

変化し、最初の値に比較して自覚症状発現時の変化量

が大きい傾向が見られた。このことは、前額部の加速

度脈波が手指尖部と比較して感受性が高く、前額部の

加速度脈波を経過観察することで船酔いを自覚する

前後の船体動揺に対する生体負担度を評価できる可

能性を示唆するものである。 
 
Ⅴ．結 論 

本研究は、若年男子 2 名（23 歳と 24 歳）を対象に、

乗船中の前額部と手指尖部の加速度脈波を、船酔い前

から船酔いに至る経過について観察し、その両者の比

較から船酔いの評価について検討する事を目的して

以下の結果を得た。 
1．船酔いの自覚的強度が上昇すると、2 症例ともに、

脈拍が低下傾向を示した。 
2．船酔いの自覚的強度の変化と血圧には、2 症例に

規則的な関係は認められなかった。 
3．船酔いの自覚的強度が上昇すると、前額部及び手

指尖部の加速度脈波は、2 症例ともに、b/a 比が上昇、

d/a 比と APG Index が下降する傾向を示した。 
4．加速度脈波を経過観察することにより船体動揺な

どによる生体負担や船酔いなどの動揺病による一過

性の体調悪化を評価でき、特に手指尖部より前額部の

加速度脈波がそれをより鋭敏に評価できる可能性が

あると考えられる。 
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枚）以内を、1-②短報と 1-⑥その他（Letter to the Editor）については同様に 4ページ以内を基本原則とする。また

1-⑥その他（学会大会抄録）については大会案内号などにて別途定める。 

H. 査読（1-⑥その他を除く）は原則として 2 名の査読者でピアレビューを行うこととする。査読結果と査読者からの
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指摘やコメント等は、筆頭者に「査読結果通知書」として連絡するので、修正要請等がある場合は通知書発信日より 2 ヶ

月以内に修正した論文を提出すること。期限内に提出されなかった論文は不採択とする。最終的な採否は査読委員会の

審査によって決定し、その日をもって受理年月日とする。なお掲載は原則として総説、原著、短報、研究資料、報告書

の順番とし、同種論文間では採択順とする。 

※ Letter to the Editor と学会大会抄録については、編集委員会において受理を検討し、不採択となる場合もある。 

I. 投稿原稿および図表は、それぞれ別のファイルにして PDF 形式のファイルに変換し、これらを電子メールに添付して

学会事務局メールアドレスに送信すること。なお、送信メールの「メール件名」および「ファイル名」はⅠ−1 で示した

論文種別を参照して必ず下記の例のようにすること。 

 例 1、メール件名 「原著投稿_海洋太郎」、「報告書投稿_海洋次郎」 

 例 2、ファイル名 「原著投稿本文_海洋太郎」、「原著投稿図表_海洋太郎」 

なお、PDF 形式に変換前の原本については、最終稿提出時に査読委員会から著者へ提出を依頼する。 

J. 投稿料は、1-①原著、1-③総説、1-④研究資料、1-⑤報告書については 1 編あたり 10,000 円とする。1-②短報につ

いては 1 編あたり 5,000 円とする。1-⑥その他は無料とする。投稿料の支払いについては、学会事務局の郵便振込口座

に振り込むこと。なお振込用紙には内訳（例：原著投稿料として）を記入すること。 

K. 後述の「Ⅲ. 原稿作成要項」を大幅に逸脱するものは受け付けない場合もある。 

 

３．依頼原稿 
A. 他誌に未掲載の原稿であることを原則とする。 

B. 筆頭者および共著者が、本学会の会員であるか否かは問わない。 

C. 抄録は、2-①依頼総説、2-②依頼報告書について和文もしくは英文で作成を依頼する場合もある。 

D. 章立ては、Ⅱ−2−F を参考とすること。 

E. 原稿の長さは、基本的にⅡ−2−G に準じる。 

F. 原稿の郵送方法、著者校正、最終稿の提出等に関しては、依頼者へ個別に連絡する。 

G. 投稿料はすべて学会の負担とする。 
 

Ⅲ．原稿作成要項 
1. 原稿はワードプロセッサなどによる機械仕上げのものとし、書式は下記の事項に準拠して作成すること。用紙：A4

判、文字数/１頁：1200 字（40 字×30 行）、余白：上下端および左右端を広めにとること、図表位置の指定：右の余白

に挿入位置を赤字で指定すること、行数：左の余白にページ毎に表示させること、ページ数：下端（フッター）中央に、

表紙および和文、英文の抄録を除いた本文のみのページ数について記載すること。ランニングタイトル：上端（ヘッダ

ー）右端に 20 文字以内で記載すること。以上、学会ホームページよりダウンロードできる投稿原稿の見本を参照のこと。 

2. 日本語原稿は現代かなづかい、常用漢字とし、外国語、引用文献等の外国固有名詞はその言語を用いること。数字は

アラビア数字を用いることを原則とし、単位符号は CGS 単位（mm、sec、cm、ml、μgなど）を用いること。 

3. 引用文献は、本文中の引用箇所に右肩上付で、文献番号を片括弧にて記載すること（例：佐野ら１）Ferrigno ら 2)）。

また原稿の最後には出現順にまとめたリストを掲載すること。なお引用してない文献を記載してはならない。表記は以

下の例を参照し、スペースはすべて半角、「,」と「.」ともにすべて半角を用いること。 

   例１．雑誌の場合 

1) 佐野裕司, 菊地俊紀, 阿保純一 : 加速度脈波を用いた簡便な潜水反射試験法の開発. スポーツ整復療法学研究, 

8(3):103-110, 2007. 

2) Ferrigno M, Ferretti G, Ellis A, Warkander D, Costa M, Cerretelli P, Lundgren CE : Cardiovascular changes 

during deep breath-hold dives in a pressure chamber. J Appl Physiol, 83(4):1282-1290, 1997. 

   例２．書籍およびプロシーディング等の場合 

3) 篠宮龍三 : ブルーゾーン. 牧野出版, 東京, pp134-137, 2010. 

4) Agostoni E: Limitation to depth of diving. In: Rahn H. et al.(Eds.), Physiology of breath-hold diving and 

the ama of Japan, National Academy of Sciences – National Research Council, 139–145, 1965. 

4. 図表の作成は本文とは別のファイルに、１つごとに 1ページを用いて鮮明に作成すること。図表内の文字、タイトル

および説明については、英文表記を用いることが望ましい。なお刷り上がり時の横寸法の大きさ（片段横寸法 7cm、段

抜き横寸法 16cm）に留意すること。また受理後に寸法および鮮明さに関する問題が生じた場合、著者に再作成を依頼す

る場合もある。 

 

本誌に掲載された著作物の著作権は、著者と本学会の両者が保持するものとする。著作権に関する詳細は、編集委員会

に問い合わせること。 

一部改正 2013 年 3 月 8日 

          2014 年 8 月 28 日 
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